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今月号のあらまし 

 

Ⅰ ２５日夜、第２回日米新貿易協議（ＦＦＲ）へ 

９月２７日の日米首脳会談を前に、日本時間の２５日午前６時半ごろから、

茂木ＴＰＰ担当相とライトハイザー通商代表による貿易協議（ＦＦＲ）をニュ

ーヨーク市内で開く予定であったが、米国側の申し出により協議は延期される

こととなった。 

 

Ⅱ 農水省が平成３１年度予算概算要求を実施 

８月３１日、平成３１年度当初予算の概算要求が各省庁から行われ、農林水

産予算は、３０年度当初予算比１８．５％増（４，２４８億円増）の２兆７，

２６９億円となった。 

補正予算に関して、７月豪雨被害や台風２１号、北海道地震等の影響も考慮

し、年内に検討が行われると見込まれる。 
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Ⅰ ２５日夜、第２回日米新貿易協議（ＦＦＲ）へ 
― 米国ライトハイザー通商代表の都合により一旦延期 ― 

 

１．自民党ＴＰＰ・日ＥＵ等経済協定対策本部の開催 

○ ８月３０日、自民党はＴＰＰ・日ＥＵ等経済協定対策本部（本部長：森山

裕国会対策委員長）の会合を開催した。茂木ＴＰＰ担当相が出席し、日米の

閣僚級の新たな貿易協議（ＦＦＲ）について協議した。 

 

○ 同会合で森山本部長は冒頭挨拶の中で、「政府与党一体となってわが国の

国益にかなうようしっかりと対応する必要があると思っている。」「現場の不

安についても承知いただき、ご対応をお願いしたい。」などと述べた。 

 

○ これに対し、茂木ＴＰＰ担当相は報告の中で、「特に農産物に関しては、

ＴＰＰで合意したものは絶対に譲れない、一ミリも譲れないというなかでギ

リギリの判断をしたものであり、それ以上のことはできないということをこ

れまでも米国に対して明確に申し上げてきたし、今回もその点を強調した。」

などと述べた。 

 

○ また、質疑・意見交換の中で、野村哲郎自民党農林部会長は、「今朝（８

月３０日）の新聞で、６月の安倍総理とトランプ大統領との会談の中で自動

車や牛肉の話が出たという記事が出ていた。会談当時の発表では、貿易関係

の話はなされなかったということであった。また、次回９月の首脳会談では

このことが話題に出るだろうということであった。これについて、地元で説

明ができないので、お答えいただきたい。」と質問した。 

 

○ これに対し、外務省は、「８月２８日にワシントンポストが電子版でかな

り詳細な記事を掲載しており、それが日本でも報道されている形になってい

る。政府としては逐一論評することは差し控えているが、いずれにしても、

少なくとも、ワシントンポストに指摘されているような事実はない。」と回

答した。 

 

○ また、茂木ＴＰＰ担当相は、「外務省から説明もあったが、先日の日米首

脳会談では、私の交渉に関わる話は出ていない。これは事実である。」と回

答があった。 

 

２．ＪＡ全中会長と首相との会談 

○ ９月６日、ＪＡ全中の中家会長は、自民党二階幹事長の仲介により、官邸

で安倍首相と会談した。安倍首相はＦＦＲを巡り「ＴＰＰ以上の譲歩はしな

い」などと述べた。 
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３．２５日夜、第２回ＦＦＲ開催予定 

○ ９月２３日夜（日本時間２４日午前）、安倍首相はトランプ米大統領と夕

食会をニューヨークで行い、北朝鮮政策のすり合わせとともに通商交渉につ

いて意見交換を行った。 

 

○ 日米両政府は、安倍首相とトランプ大統領による２７日の日米首脳会談を

前に、日本時間の２５日午前６時半ごろから、茂木ＴＰＰ担当相とライトハ

イザー通商代表による貿易協議（ＦＦＲ）をニューヨーク市内で開く予定で

あった。 

 

○ しかし、当協議は、米国側の申し出によって延期されることとなった。ラ

イトハイザー通商代表の日程上の都合によるもので協議は、日本時間の２５

日夜にも行われる見通しと報道されている。 

 

○ 報道によると日本政府は、自動車などの関税引き上げ措置を発動しない確

約を得たうえで、農産品を含む関税などの２国間協議に応じることで合意し

たい考えが強まっているとされており、貿易赤字の削減を求める米国側と折

り合えるかが焦点となっている。 

 

○ 茂木ＴＰＰ担当相は、関税をめぐる協議を行うことを想定しているのかと

の質問に「日米双方にとって自由で公正な何らかの新しい枠組みをつくって

いくことは、日米の貿易を促進させる上で重要であり、世界経済全体にとっ

てもプラスに働くと考えている。」と述べた。 
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Ⅱ 農水省が平成３１年度予算概算要求を実施 
― 要求額は２兆７，２６９億円 ― 

 

○ ８月２４日、自民党は農林関係団体からヒアリングを行い、農水省の概算要求案

を了承した。（詳細は農政をめぐる情勢前月号および前月号追補版参照） 

 

○ 平成３１年度農林水産予算概算要求は、３０年度当初予算比１８．５％増（４，

２４８億円増）の２兆７，２６９億円となった。 

（平成３１年度農林水産関係予算概算要求のポイントは別紙１の通り） 

 

○ 補正予算は、７月豪雨被害からの復旧・復興に向けて被害の全貌や予算の資料状

況を見極めながら必要に応じて適切に対応する旨を７月２０日に安倍首相が発言

しており、その後に発生した台風２１号や、北海道地震等の影響も考慮し、年内に

検討が行われると見込まれる。 

 

○ 平成３１年度予算は、１２月中下旬に概算決定される見込みである。また、「総

合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づく農林水産分野における対策については、協

定発効に向けた関係国における国内手続きの動向も踏まえつつ、予算編成過程で別

途検討される。 
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